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研究成果の概要（和文）：日本の実施されてきた産業政策を対象に、その内容と経済効果をマイクロデータの計
量分析によって測定してきた。その結果、いくつかの政策について、プラスの政策効果が検出された。その一つ
は1980-1990年代に構造不況産業で実施された産業調整であり、企業間の戦略的関係が過剰設備廃棄を停滞させ
ている際に、政府介入による設備廃棄の調整が、価格上昇というマイナスの副作用をともなうことなく過剰設備
廃棄を円滑化したことが明らかになった。他方で、1960年代に実施された貿易自由化政策については期待された
ような明確な生産性効果は検出されなかった。

研究成果の概要（英文）：We evaluated the economic effects of the industrial policies implemented in 
Japan, using micro-data and econometric analyses. For some policies, we found positive effects of 
the policies. One of these cases is the industrial adjustment policy implemented for the industries 
facing structural depression in the 1980s and 1990s. For the cement industry where a strategic 
relationship between firms impeded disposal of excess capacity, a coordination by the government 
based on a law facilitated reduction of production capacity without incurring a negative side effect
 of price increase. On the other hand, concerning the trade liberalization policy in the 1960s, we 
found no positive effect on productivity. 
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研究成果の学術的意義や社会的意義
日本の産業政策は、学術的にも実務的にも高い関心を集めてきた対象であるが、厳密なデータ分析に基づく研究
は十分に行われておらず、その評価に関して論争が続く状態となっている。このプロジェクトでは、あらたに必
要なマイクロデータを収集し、適切な経済学的枠組みと計量分析手法を用いることによって産業政策の効果に関
する厳密な評価を行い、産業政策がプラスの効果を持つ場合があること、およびそのための条件を明らかにし
た。こうした結果は、日本の産業政策に関する学術的議論を前進させるだけでなく、今後、日本および他の諸国
が産業政策を検討、実施する際の参照枠を提供する。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
 
１．研究開始当初の背景 

第二次世界大戦後、今日に至るまで、日本では経済復興・経済成長の促進、経済の構造変化
の円滑化、国際経済摩擦への対応等、さまざまな目的で、産業政策が実施されてきた。これ
ら産業政策の立案と実施に関わる事実経過については、政策の主体となった通商産業省と経
済産業省が公式の記録を編さんしており（通商産業省・通商産業調査会編『通商産業政策史』
1～17 巻、1989-94; 通商産業政策史編纂委員会他編『通商産業政策史 1980-2000』1～12
巻、2011-13 年）、研究代表者はそれらの編纂に参加してきた（岡崎哲二・通商産業政策史編
纂委員会編『通商産業政策史 3 産業政策』2012 年）。このように事実経過に関する知識が
蓄積されるとともに、産業政策の評価についてもさまざまな研究が行われてきたが、その見
方は現在のところ、大きく分かれている。経済成長・産業発展へのプラスの効果を、少なく
とも限定付きで、認める研究がある一方（Johnson 1982; Kiyota and Okazaki 2012; 
Okimoto 1989; World Bank 1993, 2001）、産業政策の失敗を強調する研究 (Beason and 
Weinstein 1996)、あるいはその無効を強調する研究（三輪・ラムザイヤー 2002）が存在す
る。 
このように大きな見解の相違が生じる基本的な理由として、マイクロ・データに基づく政

策効果に関する定量的な分析が、十分に行われていないことが挙げられる。研究代表者によ
る Kiyota and Okazaki (2012)は、このような動機に基づいて行われたものである。Kiyota 
and Okazaki(2012)では、綿紡績業という特定の対象を取り上げたが、日本の産業政策につ
いては他の対象についても多くのマイクロ・データが利用可能である。一方で、マイクロ・
データを用いた政策評価の方法が、産業組織論、計量経済学の分野で発達してきた。すなわ
ち、産業組織に関する分野では個々の市場についてのマイクロ・データを用いて企業行動や
消費者行動を構造的に推定する分析手法が開発されてきた。一方、計量経済学の分野では、
パネル・データを用いたプロジェクト評価の方法が発達している。本プロジェクトでは、そ
れぞれの専門分野で先端的な研究に従事している研究者の緊密な協力により、これらの手法
を応用して、戦後日本の産業政策の実証的評価を行う。現在も多くの開発途上国は、経済発
展、特に製造業の開発の課題に直面しており、日本の産業政策への関心は高い。このような
関心に応えるためにも、日本で実施されてきたさまざまな産業政策のプラスないしマイナス
の効果の有無、効果の程度、およびそれと政策手段、実施手続き等との関連を実証的に検証
することの意味は大きいと考える。 

 
２．研究の目的 

第二次世界大戦後、日本政府、特に通商産業省・経済産業省が立案・実施してきた産業政策、
すなわち産業に対するミクロ的介入政策について、経済分析と歴史研究のアプローチを統合
してその効果を測定し、客観的・定量的な評価を行う。日本の産業政策については、開発途
上国からの関心が非常に高いが、そのプラス効果とマイナスの副作用の両面にわたって、経
済理論とマイクロ・データに基づいて客観的・定量的に分析した研究の蓄積は不足している。
本プロジェクトは、国際的に見て貴重な経験である戦後日本の産業政策を、経済史、産業組
織論、計量経済学の各分野における世界の第一線で活動している研究者の緊密な協力を通じ、
それら各分野の先端的な知見と技術を統合して分析・評価することを目的とする。 

 
３．研究の方法 
本プロジェクトは、経済史・産業組織・計量経済学の 3 分野の研究者の協力によって遂
行されることから、初めに、上記の 3 つの研究対象、それらに応用可能な理論的枠組み、
分析手法につき、主に文献に基づいて知識と理解の共有を行う。第二に、研究対象に関
するデータ、主にマイクロ・データを主に紙媒体資料から構築する。第三に構築された
データを参照しつつ、理論的枠組みと分析手法について検討する。第四に選択された理
論的枠組みと分析手法を用いてデータを分析し、産業政策のプラスの効果とマイナスの
副作用を定量的に検証する。 

 
４．研究成果 

日本で実施されてきた産業政策を対象に、その内容と経済効果をマイクロ・データの計量分
析によって測定してきた。その結果、いくつかの政策について、プラスの政策効果が検出さ
れた。その一つは 1980-1990 年代に構造不況産業で実施された産業調整であり、企業間の戦
略的関係が過剰設備廃棄を停滞させている際に、政府介入による設備廃棄の調整が、価格上
昇というマイナスの副作用をともなうことなく過剰設備廃棄を円滑化したことが明らかに
なった。また 2000 年代に実施された産業クラスター政策については、政策的に設定された
クラスターへの参加が企業の取引ネットワークと売上高の成長にプラスの効果を与えたこ
とが明らかになった。他方で、1960 年代に実施された貿易自由化政策については期待された
ような明確な生産性効果は検出されなかった。 
日本の産業政策は、学術的にも実務的にも高い関心を集めてきた対象であるが、厳密なデ

ータ分析に基づく研究は十分に行われておらず、その評価に関して論争が続く状態となって
いる。このプロジェクトでは、あらたに必要なマイクロ・データを収集、データセットを構



築して、適切な経済学的枠組みと計量分析手法を用いることによって産業政策の効果に関す
る厳密な評価を行った。その結果、産業政策がプラスの効果を持つ場合があること、および
そのための条件を明らかにした。こうした結果は、日本の産業政策に関する学術的議論を前
進させるだけでなく、今後、日本および他の諸国が産業政策を検討、実施する際の参照枠を
提供する。 
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